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　住宅ローン減税を大幅に拡充・延長するとともに、自己資金での住宅投資についても新たな
税額控除を創設します。また、土地の流動化、有効活用に資するよう、平成21年及び平成22
年に取得した土地の譲渡に係る特別控除等を創設します。

　住宅ローン減税については、適用期限を５年間延長するとともに、一般住宅にかかる最大
控除可能額を500万円に引き上げ、特に長期優良住宅（いわゆる200年住宅）については
過去最高水準を上回る600万円まで引き上げます。

ポイント

住宅ローン減税の拡充・延長

住宅・土地税制

住宅ローン減税制度
　住宅借入金等を利用して住宅の取得等をし、居住の用に供した場合において、一定の要件の下で、
住宅借入金等の年末残高に控除率を乗じた金額を各年分の所得税額から控除できる制度です。

　平成21年から平成25年までに居住の用に供した場合の控除期間、住宅借入金等の年末残高
の限度額、控除率は次のとおりです。

○ 一般住宅の場合

居住年 控除期間 ローンの年末
残高限度額 控除率 控除可能額

（年額）
最大控除可能額
（10年間累計）

平成21年 10年 5,000万円 1.0％ 50万円 500万円

平成22年 10年 5,000万円 1.0％ 50万円 500万円

平成23年 10年 4,000万円 1.0％ 40万円 400万円

平成24年 10年 3,000万円 1.0％ 30万円 300万円

平成25年 10年 2,000万円 1.0％ 20万円 200万円

○ 長期優良住宅（いわゆる200年住宅）の場合

居住年 控除期間 ローンの年末
残高限度額 控除率 控除可能額

（年額）
最大控除可能額
（10年間累計）

平成21年 10年 5,000万円 1.2％ 60万円 600万円

平成22年 10年 5,000万円 1.2％ 60万円 600万円

平成23年 10年 5,000万円 1.2％ 60万円 600万円

平成24年 10年 4,000万円 1.0％ 40万円 400万円

平成25年 10年 3,000万円 1.0％ 30万円 300万円

（参考）　中低所得者層の方にも効果的な負担軽減となるよう、所得税から控除しきれない金額
のうち、一定額を個人住民税から控除することができます。
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　長期優良住宅（いわゆる200年住宅）の新築等をした場合に、その標準的なかかり増し費
用の10％相当額をその年分の所得税額から控除できることとします（最大控除可能額100
万円。その年分の所得税額から控除しきれない場合は翌年分の所得税額から控除可能）。
　※　適用期限 ： 長期優良住宅の普及の促進に関する法律の施行日（平成21年６月４日）

から平成23年12月31日まで

ポイント

長期優良住宅に係る税額控除制度の創設

　自己資金により一定の省エネ改修工事又はバリアフリー改修工事を行った場合に、その標
準的な工事費用の額と実際の工事費用の額のいずれか少ない金額の10％相当額をその年分
の所得税額から控除できることとします（最大控除可能額は20万円。ただし、太陽光発電
装置設置の場合は30万円）。
　※　適用期限：平成21年４月１日から平成22年12月31日まで

ポイント

住宅リフォームに係る税額控除制度の創設



5

　個人又は法人が平成21年、平成22年に取得した土地等を譲渡（所有期間５年超）した場
合には、その譲渡益から1,000万円を控除できることとします。

ポイント

平成21年及び平成22年に取得した土地等の
長期譲渡所得の1,000万円特別控除制度の創設

　土地の売買による所有権の移転登記及び土地の所有権の信託の登記の登録免許税の軽減税
率を２年間据え置きます。

ポイント

土地の売買等に係る登録免許税の軽減税率の据置き等

　住宅用家屋の売買等に係る登録免許税の軽減措置の適用期限を２年間延長します。ポイント

　個人事業者又は法人が、平成21年、平成22年に土地等を取得し、本特例の適用を受ける
旨の届出書を提出している場合には、その取得の日を含む事業年度終了の日後10年以内に、
所有する他の土地等を譲渡したときの譲渡益の８割（平成22年に取得した土地等のみを本
特例の適用対象とする場合には6割）相当額を限度として、課税の繰延べができることとし
ます（圧縮記帳）。

ポイント

平成21年及び平成22年に土地等の先行取得をした場合の課税の特例の創設


